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１　はじめに　

　

岩沼市は、平成15年度に、平成25年度を目標年次とする「新総合計画」を策定し、市

民と行政が協力して取り組むまちづくりを推進しています。この新総合計画の中には、「市

民と協働する行政システムの構築」が目標として掲げられ、また、その達成手段として「

まちづくりを共に評価するしくみづくり」が明記されています。

当市では、平成8年度に庁内ＬＡＮによる実施計画システムを導入し、その中において

成果指標を用いた事務事業の自己評価を実施し、一定の成果を上げてきました。しかしな

がら、現在のシステムは、政策や施策のレベルを含む市政全般にわたる評価制度とはなっ

ておらず、また、この自己評価の結果を、次年度以降の政策、施策の見直しに反映させる
ルールが確立されていないことから、必ずしも充分なものとはいえない状態です。

　　この課題を解決するため、事務事業評価に加え政策評価、施策評価を体系的に捉えて評
価する総合的な行政評価システムを構築し、もって、岩沼市におけるマネジメントサイク
ルを確立させ、市民に分かりやすい市政運営を目指していこうとするものです。

２　行政評価とは　

行政評価とは、政策や施策、事務事業について、「当初期待した成果があがっているか」

「かかった金額に見合った結果が得られているか」という観点から客観的に評価・検証を

行うものです。また、これにより市民に分かりやすい市政、より効率的・効果的な市政の

運営を目指そうとするものです。

行政評価は、Plan－Do－Check－ActionというマネジメントサイクルのCheck－Action

に相当するもので、実施した事業を客観的に評価し、その結果を次年度に活かしていく手

段となります。行政評価により明らかになった課題を、迅速に次年度予算等に反映させる

ことで、より合理的・効果的な行政運営（行政経営）が可能となります。

　マネジメントサイクル




３　行政評価が求められる理由・背景　

　(1)説明責任と透明性の確保
　　市民が納めた税金がどのように使われたのか、その使い道は適切か、効率的かといった

情報は、ほとんどの市民にとって分かりづらいものでした。また、地方分権時代において、

自治体が自己決定・自己責任によって施策や事業を企画、実施する機会が大きく増えました。

このため、これまで以上に施策や事業の計画段階における意思形成過程や実施後の成果な
どについて、市民に「説明責任を果たすこと（アカウンタビリティ）」と「透明性の確保」
の一層の向上が求められています。

(2)自治体経営の視点を取り入れたシステム構築

　　近年、行政ニーズが多様化・高度化していくのに対して、必要な財源や人員などの行政

資源を十分に確保することが困難になっています。これに伴い、行財政運営の有効性、効

率性等を高めるために、民間の経営手法の考え方を取り入れた行財政運営のシステム構築

が必要となっています。

(3)成果志向、顧客志向の観点による積極的な事務事業の見直し

　　これまでも、毎年の予算編成過程で事務事業の見直しが行われてきましたが、見直しの

視点や基準は、担当者の主観によるところもあり、その都度まちまちでした。このため、

成果志向、顧客志向の観点から、行政活動を達成度や効率性といった一定の視点（基準）

をもって継続的に評価するシステムが必要になっています。

４　岩沼市における導入の目的　

(1)成果重視の行政への転換

　岩沼市の行政評価は、一定の基準や指標に基づいて政策、施策、事務事業の妥当性や達

成度を測ることにより、成果を重視していこうとするものです。これは、新総合計画の達

成度や到達度、また政策や施策の成果を測るものでもあり、新総合計画の着実な推進のた

めに不可欠な道具となります。

(2)わかりやすい行政の推進

　　岩沼市の行政評価は、施策の目的、内容、達成度等をわかりやすい形で公表することで、

　より一層市民に対する説明責任を果たそうとするものです。

　(3)効率的で質の高い行政の実現

　　岩沼市の行政評価は、政策や施策、事務事業の選択、さらには予算の編成や組織・人員

の配置について検討する際の判断材料として活用し、効率的で質の高い行政運営を目指そ
うとするものです。

５　岩沼市の行政評価システム概要

　(1)行政評価の対象

　　岩沼市における評価は、新総合計画の基本構想「まちづくりへの取組み」に掲げた１４

の柱を「政策」、この政策を達成するための４７施策を「施策」、さらに施策の具体的活動

である「事務事業」の3段階のレベルを評価対象とし、それぞれ「政策評価」、「施策評価」、

「事務事業評価」という評価を行い、行政全体を体系的に見直していこうとするものです。

　

　(2)行政評価の構成

　　岩沼市の行政評価は、政策評価と施策評価が上位となり、そのベースとなるのが事務事

業評価という位置づけです。政策、施策、事務事業は、それぞれが目的と手段という関係

にあります。政策は施策の影響を受け、施策は事務事業に影響されます。これは、政策の

効果を上げるには、施策や事務事業の設定が重要だということを表しています。

　　なお、内部評価とは別に、市民公募を含む有識者等で組織する行政評価委員会において
　外部評価を行います。外部評価は、評価の客観性を高めるため、市民の視点で政策評価結
　果、施策評価結果を再評価するものです。これは、新総合計画の「まちづくりを共に評価
するしくみづくり」に則ったものであり、パブリックコメントと同じく、市民との協働に
より評価を実施していくという基本的なスタンスをシステムに組み込むものです。

行政評価を構成する政策評価、施策評価、事務事業評価の概要は以下のとおりです。

　　①事務事業評価

　　　事務事業評価は、実施計画書に記載されている事務事業を評価するもので、事業の効
率性・有効性、必要性など８項目の評価を行い、改善の方向を示します。この評価にあ
たっては、当該事務事業が、政策、施策の成果向上に貢献しているか等上位との関連性
を踏まえて行います。１次評価は担当係長、2次評価は担当課長が実施します。なお、
事務事業評価については、内部評価にとどめ、行政評価委員会による外部評価の対象と
しません。

　　②施策評価

　　　施策評価は、事務事業の評価結果を受け、施策を構成する事務事業の適合性や施策全

体として市民ニーズを反映しているか、効率的に進められているかといった視点から施

策全体の評価を行い、改善の方向を示していきます。新総合計画に基づく４７施策を評

価対象とします。１次評価は課長、2次評価は部長等が実施し、行財政改革推進本部にお

いて施策評価結果について意見の集約を行います。施策評価の結果は、行政評価委員会

による外部評価の対象とし、また市民に積極的に公表していきます。

　　③政策評価

　　　政策評価は、施策の評価結果を受けて、政策を構成する施策の妥当性や施策の成果指

　　標の有効性等について大局的な視点から政策全体の評価を行います。新総合計画の基本

　　構想「まちづくりへの取組み」に掲げた１４の柱を政策と位置づけ、これらを政策評価

　　の対象とします。評価は部長等が行い、行財政改革推進本部において最終的な内部評価
　　結果について意見の集約を行います。なお、評価結果は、施策同様、行政評価委員会に
　　よる外部評価の対象とし、公表していきます。

６　導入の効果　

(1)行政資源の効率的・効果的活用

　限られた行政資源の下、多岐にわたる市民ニーズに的確に対応し、市民の期待に応えて

いくために、市民の目線に立った政策主導による施策・事業の重点化を行い、これにより、

より効率的、効果的な行政資源の活用が図られることになります。

(2)職員の能力向上と意識改革

　事務事業の見直しや取捨選択などの意思形成過程や成果を分かりやすく市民に説明して

いくことにより、説明責任能力の向上が図られます。さらに行政評価を通じて問題発見能

力、企画力等の政策形成能力が市役所全体に養われることにより、地方分権社会に対応で

きる組織の体質改善が図られます。また、職員各自が所管する事務事業の目標やコスト（

経費）と成果との関係を確認、検討することにより、成果志向やコスト感覚を重視すると

いった意識改革が図られます。

７　評価結果の活用　

　

岩沼市においては、評価結果を次年度以降の計画、事業に確実に反映させていくことと

します。

評価結果は、岩沼市が重点化すべき施策や事業、或いは見直すべき施策や事業を洗い出

すなど、最適な手段を選択するための重要な判断材料となります。評価結果を踏まえた
「改善の方向性」を部・課各段階で方針書として明確にした上で、予算編成、人的配置、組織、実施計画の見直し等に活用するものとします。

８　評価システムイメージ

評価システムイメージ
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◇行政評価委員会　：評価の客観性を高めるため、内部評価結果を再評価するとともに、評
（外部評価）　　　価システムについても意見を述べ、外部からの第３者評価を実施する。

市長が任命した優れた識見を有する者（７名以内:公募含む）で構成

◇行財政改革推進　：副市長、教育長、各部長、教育次長、消防長、課長等の14名で構成

本部　　　　　　　吉田副市長が本部長
◇事務事業評価　　：全会計の主要事業について、担当係長が一次評価（シート記入）を行い、

　　　　　　　　　　課長が二次評価（コメント記入）を実施

◇施　策　評　価　：新総合計画に基づく４７施策について、課長が一次評価（シート記入）

を行い、部長が二次評価を実施（一つの施策を複数の課が担当してい
る場合、課長同士が協力して実施）

◇政　策　評　価　：基本構想の「まちづくりへの取組み」に掲げた１４柱を政策として部

長等が一次評価（シート記入）を行い、行財政改革推進本部が総括評価
を実施 
◇方針書作成：（部課方針書）施政方針を踏まえ、本部で集約した施策評価や外部評価結果等を
　　　　　　　参考に、各部で作成

（課方針書） 部方針を踏まえ、各課で作成

　　　　　　
　PLAN：計画





　　DO：実施





　ACTION：改善





　CHECK：評価
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